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＜別紙２＞ 

経営比較分析表の基本情報 
 

○水道事業 

掲載項目 説明 

類似団体区分 〈別紙３〉のとおり 

管理者の情報 
管理者を設置している場合、当該管理者の職歴について、

記載している。 

資金不足比率（％） 

当該年度決算に基づく、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 22 条第２項に規定

する資金不足比率 

自己資本構成比率（％） 

当該年度決算に基づく、負債資本合計に対する自己資本

（資本に繰延収益を加えたもの）の割合 

（（資本＋繰延収益）／負債資本合計） 

普及率（％） 
当該年度決算に基づく、行政区域内人口に対する現在給水

人口の割合（現在給水人口／行政区域内人口） 
１か月 20㎥当たり家庭料金

（円） 
当該年度決算に基づく、１か月 20㎥当たり家庭料金 

人口（人） 当該地方公共団体の令和７年１月１日住民基本台帳人口 

面積（㎢） 

国土地理院が実施する令和７年全国都道府県市区町村別

面積調（１月１日時点）に基づく、当該地方公共団体の面

積 

人口密度（人／㎢） 人口／面積 

現在給水人口（人） 当該年度決算に基づく、現に給水をしている年度末人口 

給水区域面積（㎢） 現に給水している給水区域の面積 

給水人口密度（人／㎢） 現在給水人口／給水区域面積 
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○交通事業（自動車運送事業） 

掲載項目 説明 

管理者の情報 
管理者を設置している場合、当該管理者の職歴について、

記載している。 

資金不足比率（％） 

当該年度決算に基づく、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 22 条第２項に規定

する資金不足比率 

営業路線（km） 当該年度末における営業路線の距離 

年間走行キロ（千 km） 当該年度の実車走行キロ（乗合及び貸切） 

在籍車両数（両） 当該年度末における在籍車両数（乗合及び貸切） 

職員数（人） 当該年度末における職員数 

年間輸送人員の推移 

（千人） 

当該年度決算に基づく、年間旅客輸送収益に対応する輸送

人員（乗合及び貸切）の推移（過去５年度分） 

他会計負担額の推移 

（千円） 

当該年度決算に基づく、他会計負担金及び他会計補助金の

うち、収益的支出に充てるためのものの推移（過去５年度

分） 

管理の委託割合（％） 

道路運送法（昭和 26年法律第 183号）第 35条第１項に規

定する管理の受委託による運送の、路線の長さ又は使用車

両数に対する割合 

民間事業者の有無 行政区域内を運行する民間バス事業者の有無 

地域公共交通計画 

策定の有無 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年

法律第 59 号）第５条第１項に規定する地域公共交通計画

策定の有無 
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○下水道事業 
掲載項目 説明 

類似団体区分 〈別紙３〉のとおり 

管理者の情報 
管理者を設置している場合、当該管理者の職歴について、

記載している。 

資金不足比率（％） 

当該年度決算に基づく、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律（平成 19年法律第 94号）第 22条第２項に規定す

る資金不足比率 

自己資本構成比率（％） 

当該年度決算に基づく、負債資本合計に対する自己資本（資

本に繰延収益を加えたもの）の割合 

（（資本＋繰延収益）／負債資本合計） 

普及率（％） 
当該年度決算に基づく、行政区域内人口に対する処理区域

内人口の割合（処理区域内人口／行政区域内人口） 

有収率（％） 
当該年度決算に基づく、汚水処理水量に対する年間有収水

量（年間有収水量／汚水処理水量） 
１か月 20㎥当たり家庭料金

（円） 
当該年度決算に基づく、１か月 20㎥当たり家庭料金 

人口（人） 当該地方公共団体の令和７年１月１日住民基本台帳人口 

面積（㎢） 
国土地理院が実施する令和７年全国都道府県市区町村別面

積調（１月１日時点）に基づく、当該地方公共団体の面積 

人口密度（人／㎢） 人口／面積 

処理区域内人口（人） 
当該年度決算に基づく、下水道法により処理開始が公示又

は通知された処理区域の年度末人口 

処理区域面積（㎢） 
下水道法により処理開始が公示又は通知された処理区域の

面積 
処理区域内人口密度 

（人／㎢） 
現在処理区域内人口／処理区域面積 
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○駐車場整備事業 

掲載項目 説明 

類似施設区分 <別紙３>のとおり 

管理者の情報 
管理者を設置している場合、当該管理者の職歴につい

て、記載している。 

自己資本構成比率（％） 

当該年度決算に基づく、負債資本合計に対する自己資

本（資本に繰延収益を加えたもの）の割合 

（（資本+繰延収益）／負債資本合計） 

種類 
駐車場法（昭和 32 年５月 16 日法律第 106 号）に基づ

く、駐車場の種別 

構造 立体式、地下式、広場式のうち、該当する形式 

建設後の経過年数（年） 当該年度末における建設後（又は建替後）の経過年数 

立地 
駅、商業施設又は公共施設のうち、駐車場出入口から

400m以内に位置する施設 

周辺駐車場の需給実態調査 
当該施設の設置以降、当該駐車場の周辺地域における、

駐車場の需要・供給の実態調査を行った実績の有無 

駐車場使用面積（㎡） 当該年度末における駐車場に使用している延面積 

収容台数（台） 当該年度末における収容台数 

一時間当たりの基本料金

（円） 

一時間駐車した場合の料金 

指定管理者制度の導入 指定管理者制度導入の有無 
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○病院事業 
掲載項目 説明 

病院区分 一般病院、結核病院、精神科病院の別 

類似区分 
一般病院のみ病床数により区分する。 

（結核病院、精神科病院は病院区分と同値が入力される。） 

管理者の情報 
管理者を設置している場合、当該管理者の職歴について、

記載している。 

経営形態 直営、指定管理者制度導入の別 

診療科数 標榜している診療科目数 

DPC対象病院 DPC対象の有無 

特殊診療機能 実施している項目 

指定病院の状況 指定されている項目 

人口（人） 当該地方公共団体の当該年度中１月１日住民基本台帳人口 

建物面積（㎡） 病院施設の延面積 

不採算地区病院 不採算地区病院該当の有無 

不採算地区中核病院 不採算地区中核病院該当の有無 

看護配置 

病棟単位で届け出られている（経過措置により新たな届出

を要しないものも含む。）入院基本料の施設基準に係る看護

配置（看護職員と入院患者数の比率） 

許可病床 
医療法第 27 条の規定による３月 31 日現在の使用許可病床

数 

最大使用病床 
医療法による病床機能報告制度で報告した最大使用病床数

と同じ考え方で計算した当該年度における最大使用病床数 

経営強化に係る主な取組 

（直近の実施時期） 

「機能分化・連携強化（従来の再編・ネットワーク化を含

む）」、「地方独立行政法人化」、「指定管理者制度の導入」

に係る直近の実施時期 

 


